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株式報酬としての新株式発行に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式報酬として新株式の発行（以下、「本新株式

発行」という。）を行うことについて、下記の通り決議いたしましたので、お知らせいたし

ます。 

 

記 

 

１．国内募集による発行の概要 

（１） 払込期日 2023年８月 23日 

（２） 
発行する株式の種類

及び数 
当社普通株式 95,486株 

（３） 発行価額 １株につき 18,585円 

（４） 発行総額 1,774,607,310円 

（５） 割当予定先 

①当社役員及び従業員（※１） 

 155名 66,738株 

②当社国内子会社の役員及び従業員（※２） 

 77名 28,748株 

計 232名 95,486株 

※１役員は業務執行取締役を含む。退職者７名を含む。 

※２役員は業務執行取締役を含む。退職者 11名及び退職            

予定者１名を含む。 

（６） その他 
本新株式発行については、金融商品取引法に基づく有価

証券届出書の効力発生を条件とします。 

 

２．海外募集による発行の概要 

（１） 払込期日 2023年８月 23日 

（２） 
発行する株式の種類

及び数 
当社普通株式 13,538株 

（３） 発行価額 １株につき 18,585円 

（４） 発行総額 251,603,730円 

（５） 割当予定先 

①当社海外子会社の役員及び従業員 

 ５名 7,063株 

②当社海外子会社への出向者及び転籍者 

 13名 6,475株 

計 18名 13,538株 

（６） その他 
本新株式発行については、金融商品取引法に基づく有価

証券届出書の効力発生を条件とします。 

 



３．発行の目的及び理由 

当社は、（１）当社及び当社の一部国内子会社の対象役員等（後に定義します。）及び

当社海外子会社への出向者及び転籍者に対する業績連動型株式報酬制度及び（２）当社

の一部海外子会社の一定の役員及び従業員に対する業績連動型株式ユニット及び業績

に連動しない譲渡制限株式ユニットを組み合わせた海外子会社株式報酬制度（後に定

義します。）を導入しております。国内募集及び海外募集による新株式発行は前述の制

度を踏まえ、2023年７月 27日開催の取締役会における決議に基づき行われるものであ

り、割当予定先である業績連動型株式報酬制度及び海外子会社株式報酬制度の対象者

に対し、これらの制度に基づいて支給された金銭報酬債権を出資財産として現物出資

させることにより、当社普通株式（以下、「当社株式」といいます。）を交付するもので

す。 

 

（１）業績連動型株式報酬制度 

当社は、2017年４月28日開催の取締役会において、業務執行取締役（代表取締役及

び執行役員を兼務する取締役をいいます。以下同じです。）に対し、業績に連動して

当社株式を報酬として付与する制度の導入を決議し、2017年６月26日開催の第117回

定時株主総会において、非金銭報酬として当社株式を、年額３億円以内、割り当てる

株式総数を年4.3万株（＊１）以内とすることを決議いただいておりました。また、

2021年６月28日開催の第121回定時株主総会において、この上限額を、年額12億円以

内、割り当てる株式総数を年7.5万株以内に改定するとともに、制度の具体的な内容

につき、改めて決議いただきました。さらに、2022年６月27日開催の第122回定時株

主総会において、2022年度以降に係る報酬については、業績達成水準の指標にEPS

（一株当たり当期利益）を追加すること、報酬の一部を納税資金相当の金銭で、残り

を当社株式の割当てのための金銭報酬債権で支給することを決議いただきました。 

＊１ 2018年10月１日付で当社株式10株につき１株の割合で株式併合をしたこと 

から、株式併合後の株式数を記載しております。 

 また、当社は、当社の業務執行取締役の他に、以下の者についてもこの業績連動型

株式報酬制度の対象としております（業績連動型株式報酬制度の対象者を、以下「対

象役員等」といいます。）。 

・当社の執行役員（2017年４月28日開催の取締役会の決議に基づく）（＊２） 

・一部国内子会社の業務執行取締役及び執行役員等（2017年４月28日開催の取締役会

の決議に基づく）（＊３） 

・職責に応じた区分であるFUJITSU LevelにおいてSVPに認定された当社および一部国

内子会社の従業員（2019年12月16日開催の経営会議の決定に基づく） 

・職責に応じた区分であるFUJITSU LevelにおいてVPに認定された当社および一部国

内子会社の従業員（2020年３月23日開催の経営会議の決定に基づく） 

＊２ 当社は、常務理事及び理事についても、この業績連動型株式報酬制度の対象と

しておりましたが、現在はこれらの役職を廃止し、役職廃止に伴い対象役員等

となった者について、業績連動型株式報酬制度の対象者の地位を継続すること

としております。また、当社の執行役員の一部に対しては、この業績連動型株

式報酬制度における業績判定期間を１年に変更したうえで展開することを2019

年11月29日の代表取締役社長の決裁に基づき決定しております。 

＊３ 当社子会社定款の規定に基づき、当社子会社の取締役の報酬、賞与その他の職 

   務執行の対価として当社子会社から付与する財産上の利益については、当社が   

決定しております。 

 

対象役員等に対する業績連動型株式報酬制度は以上の決議及び決定に基づくもので

あり、その制度の概要につきましては、以下の通りです。 

 

＜業績連動型株式報酬制度の概要＞ 

当社は、対象役員等に中長期的な企業価値向上のインセンティブを与えるとともに、株



主の皆様の視点での経営を一層促すため、業績連動型株式報酬制度を導入しております。

① 制度の概要 

当社は、対象役員等に対して、あらかじめ職務及び職責に応じた基準株式数、業績判

定期間（３事業年度）及び業績目標を提示します。そして、業績達成水準に応じて基準

株式数に一定係数をかけて算出した数の当社株式を事業年度毎及び業績判定期間終了時

に計算し、業績判定期間中に継続して業績連動型株式報酬制度の対象役員等の地位にあ

ったことを条件として、業績判定期間の終了をもって、対象役員等毎に、①その合計株

式数の一部は業績連動型株式報酬制度に係る報酬の支給に伴い対象役員等に生じる納税

資金負担相当の金銭で支給し、②残りは当社株式を割り当てます。このとき、対象役員

等には割当株式の時価相当額を金銭報酬債権及び金銭で支給し、対象役員等は、前者の

金銭報酬債権を、割り当てられた株式に対し出資して、当社株式を取得します。なお、

合計株式数に占める金銭で支給する部分の割合は、対象役員等の納税資金負担を考慮し

て、取締役会で定めるものとします。また、取得した当社株式は、インサイダー取引規

制に係らない限り、任意に譲渡することが可能となります。 

② 業績達成水準の指標及び係数 

・対象役員等のうち、業務執行取締役及び執行役員等：  

当社の連結決算における売上収益、営業利益及びEPS（一株当たり当期利益）を指標と

して、あらかじめ定めた業績目標に対する業績達成水準に応じて一定の範囲で係数を

設定します。 

・対象役員等のうち、FUJITSU LevelにおけるSVP又はVPに認定された従業員等： 

当社の連結決算における売上収益及び営業利益を指標として、あらかじめ定めた業績

目標に対する業績達成水準に応じて一定の範囲で係数を設定します。 

③ １株当たりの払込金額 

業績連動型株式報酬制度における対象役員等に割り当てられた当社株式１株当たりの

払込金額は、割当てを決定した取締役会開催日の前営業日の東京証券取引所における終

値等、払込期日における当社株式の公正な価格とします。 

④ 金銭報酬債権及び金銭の支給、並びに当社株式の割当てに関する条件 

業績判定期間が終了し、業績判定期間中に対象役員等が継続してその地位にあったこ

とを条件として、各対象役員等に対して金銭報酬債権及び金銭を支給し、そのうち金銭

報酬債権の全部を現物出資させることで、各対象役員等に当社株式を割り当てます。た

だし、業績連動型株式報酬制度の対象となる対象役員等が、当社が正当と認める理由に

より、業績判定期間が満了する前に上記の地位を喪失した場合は、当社は、支給される

金銭報酬債権及び金銭の額、割当株式の数並びに支給及び割当ての時期を、必要に応じ

て合理的に調整します。 

⑤ その他 

組織再編時等における業績連動型株式報酬制度の取扱い、基準株式数に関する株式分

割又は株式併合時の取扱いその他制度の詳細は、当社取締役会の決議又は株式報酬規程

等（当社の一部子会社における株式報酬規程等を含みます。）をもって定めておりま

す。 

 

（２）海外子会社株式報酬制度 

当社は、2017年12月５日開催のグローバル報酬委員会（＊１）において、当社の一

部海外子会社の一定の役員及び従業員（海外子会社株式報酬制度の対象となる、

FUJITSU LevelにおいてSVP以上に認定された一部海外子会社の役員及び従業員を、以

下、「海外子会社対象役員等」といいます。）に対し、業績に連動する業績連動型株

式ユニット（以下、「PSU」といいます。）及び業績に連動しない譲渡制限株式ユニ

ット（以下、「RSU」といいます。）に基づき当社株式を報酬として付与する制度

（以下、「海外子会社株式報酬制度」といいます。）の導入を決議しております。 

＊１ 海外子会社株式報酬制度の導入時に設置していた、グローバルコーポレート部

門担当の副社長を委員長とし、海外子会社のFUJITSU LevelにおけるVP以上を対

象とする報酬額及びインセンティブ制度について審議及び決議することを目的



とした会議体です。現在、当該会議体は廃止されております。 

 

上記決議に基づく海外子会社株式報酬制度の概要につきましては、以下の通りです。 

 

＜海外子会社株式報酬制度の概要＞ 

当社は、海外子会社対象役員等にも中長期的な企業価値向上のインセンティブを与える

とともに、株主の皆様の視点での経営を一層促すため、海外子会社株式報酬制度を導入し

ております。 

① 制度の概要 

ア）PSUの概要 

海外子会社対象役員等に対して、あらかじめ海外子会社対象役員等毎に定めた基準

株式数、業績判定期間（３事業年度）及び業績目標を提示します。そして、業績達成

水準に応じて基準株式数に一定係数をかけて算出した数の当社株式を事業年度毎及び

業績判定期間終了時に計算し、業績判定期間中に継続して海外子会社対象役員等の地

位にあったことを条件として、業績判定期間の終了をもって、海外子会社対象役員等

毎に当社株式を割り当てます。 

イ）RSUの概要 

海外子会社対象役員等に対して、あらかじめ海外子会社対象役員等毎に付与する当

社株式の数を定め、権利算定期間である３事業年度中に継続してその地位にあったこ

とを条件として、３事業年度の終了をもって、海外子会社対象役員等毎に当社株式を

割り当てます。 

なお、PSU及びRSUいずれに基づく割当ての場合においても、海外子会社対象役員等

には、①株式数の一部は、PSU及びRSUに係る報酬の支給に伴い海外子会社対象役員等

に生じる納税資金等負担相当分の金銭で支給し、②残りは当社株式を割り当てるもの

とします。このとき、海外子会社対象役員等には、上記合計株式の時価相当額を金銭

報酬債権及び金銭で支給し、海外子会社対象役員等は、前者の金銭報酬債権を割り当

てられた株式に対し出資して、当社株式を取得します。また、取得した当社株式は、

インサイダー取引規制に係らない限り、任意に譲渡することが可能となります。 

② PSUにおける業績達成水準の指標及び係数 

・FUJITSU LevelにおいてEVP以上に認定された海外子会社対象役員等： 

当社の連結決算における売上収益と営業利益又は海外子会社対象役員等の担当領域に

おける売上収益と営業利益、及び当社の連結決算におけるEPS（一株当たり当期利益）

を指標として、あらかじめ定めた業績目標に対する業績達成水準に応じて一定の範囲

で係数を設定します。 

・FUJITSU LevelにおいてSVPに認定された海外子会社対象役員等： 

当社の連結決算における売上収益と営業利益又は海外子会社対象役員等の担当領域に

おける売上収益と営業利益を指標として、あらかじめ定めた業績目標に対する業績達

成水準に応じて一定の範囲で係数を設定します。 

③ １株当たりの払込金額 

海外子会社株式報酬制度における海外子会社対象役員等に割り当てられた当社株式

１株当たりの払込金額は、割当てを決定した取締役会開催日の前営業日の東京証券取

引所における終値等、払込期日における当社株式の公正な価格とします。 

④ 金銭報酬債権及び金銭の支給、並びに当社株式の割当てに関する条件 

PSUについては、業績判定期間が終了し、業績判定期間中に海外子会社対象役員等が

継続してその地位にあったことを条件として、RSUについては、権利算定期間である３

事業年度が終了し、海外子会社対象役員等が３事業年度中に継続してその地位にあっ

たことを条件として、各海外子会社対象役員等に対して金銭報酬債権及び金銭を支給

し、そのうち金銭報酬債権の全部を現物出資させることで、各海外子会社対象役員等

に当社株式を割り当てます。ただし、海外子会社株式報酬制度の対象となる海外子会

社対象役員等が、当社が正当と認める理由により、業績判定期間又は権利算定期間が

満了する前に上記の地位を喪失した場合は、当社は支給される金銭報酬債権及び金銭



の額、割当株式の数並びに支給及び割当ての時期を、必要に応じて合理的に調整しま

す。 

⑤ その他 

組織再編時等における海外子会社株式報酬制度の取扱い、基準株式数に関する株式

分割又は株式併合時の取扱いその他制度の詳細は、株式報酬規程等（当社の一部海外

子会社における株式報酬規程等を含みます。）をもって定めております。 

 

４．発行価額の算定根拠及びその具体的内容 

  本新株式発行における発行価額につきましては、恣意性を排除した価格とするため、

2023年７月 26日（取締役会決議日の前営業日）の東京証券取引所における当社株式の

終値である 18,585円としております。 

この金額は、東京証券取引所における当社株式の１か月（2023年６月 27日から 2023

年７月 26日まで）の終値単純平均値である 18,368円（円未満切り捨て。終値単純平均

値において、以下同じ。）からの乖離率 1.17％（小数点以下第３位四捨五入。乖離率の

計算において、以下同じ。）、３か月（2023年４月 27日から 2023年７月 26日まで）の

終値単純平均値である 18,464円からの乖離率 0.65％、及び６か月（2023年１月 27日

から 2023年７月 26日まで）の終値単純平均値である 18,208円からの乖離率 2.03％と

なっております。 

  なお、上記の発行価額については、取締役会決議日の前営業日の市場株価であり、日

本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠しておりますので、

合理的で、かつ特に有利な金額に該当しないものと判断しております。 

 

５．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本新株式発行は、①希薄化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うもの

ではないことから、東京証券取引所の定める上場規程第 432 条に定める独立した第三

者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 

 

 

以 上 


